
2018 年度前期  科目名 原子力・放射能基礎論 （関連講座 VT465b) 

第 1 回講義:  「物理と化学（１）」 

講師：化学工学会SCE・Net  郷 茂夫 

 

＜講義の目標＞ 

原子力と放射能(放射線)を正確に理解するには，それに関連する物理と化学の勉強から入るのが

有効である．この講義は，「物理と化学 その 1」で、かって高校や大学初年の頃に学んだ物理と化学

の単なる復習ではなく，原子力と放射線との係わりにおいて，その物理・化学的な考え方や実際データ

を身につけることを目標とする．原子力や放射線は「怖い」という受け取り方は自然と思うが，どういう事

情で「怖い」ものなのかを理解するための基礎知識を提供することを目的とする． 

 

＜講義概要＞ 

１． よく使う物理，化学の単位と定数 

原子、原子核や放射線を扱う分野では，10 の 20 乗とか 30乗などという超巨桁な数をよく使う

が，超々微視的世界を覗くわけだから，数字が大きくなっても仕方ないことではある．そういう巨桁

数字に慣れることが望ましい．ここでは，物理や化学でよく使う単位と定数を復習する． 

２．原子模型（イメージ） 

小学生の頃からしばしば目にしていると思うが、1 個の原子の中の構造をイメージ的に正しく理解す

る．原子核，その中の陽子、中性子の組み合わせ（数の比率）、外側の電子の殻構造、それら

のエネルギーレベルの差を知る．また、原子や核子の大きさや質量、およびそれを知る方法，さら

に、原子記号の表示との関連を学ぶ． 

３． 化学周期表 

中高校生の頃に，この世のものはすべて 100 種類程度の元素から成り立っていると習ったと思うが，

それを表す化学周期表にはどういう意味があるかについて復習する．今でも、新しい元素の発見が

報告されるが，どういうことなのだろうか．また、人体と地球の元素構成はどうなっているのだろうか？

両者は無関係ではない．我々はいつも空気，水、無機物，有機物を取り入れているのだから． 

４．元素・核種・同位体 

 周期表で 100 程度の「元素」の種類を見たが、実際の「原子」の種類（「核種」という）は，

2000 種類以上も知られている．そして，その内約 270種類だけが安定原子であり，それらは地

球上に存在しており、それ以外は不安定原子なのである．ただ、不安定原子もかなりの数が地球

に存在している．陽子と中性子の組み合わせで表現したものが「核種表」であり、核種表の見方を

しっかり理解することが本講義の最重要テーマである．また，同位体(アイソトープ)の定義を学ぶが，

核種表により理解は容易となろう． 

５． 放射線の基礎の基礎 

上記の不安定原子は、原子核内部のエネルギーが不必要に高いので、何かアクションを起こして「安定」

なものに変わろうとするが，それは自然の原理である．そのアクションが、高エネルギーの放射線を外部に

放出して、自身は安定になることである．その放射線には、いくつか種類がある．アルファ線（粒子）、



ベータ 線（電子）、ガンマ（線電磁波）、エックス線（電磁波）などである．放射線の詳細解説は

講義 2 で行うが、ここでは何故に放射線が出るのか、出どころ、主な種類を知る． 

６．不安定核種の原子核壊変（崩壊現象）と放射線の放出 

不安定原子は放射線を放出して核子、電子やエネルギーを失い，別の原子に変わったり，同じ原

子でも安定状態に移行する．それを「壊変又は崩壊」という．この壊変の様子を表した壊変図を

理解する．また、壊変の物理法則としての半減期則と壊変方式（核種表で学んだこと），さらに

壊変による発熱の程度を知る（福島原発の炉心溶融とはこのことである）．  

７．天然に存在する放射性同位体 

天然放射線の身体被ばく量は、講義 2 で学ぶが、この地球上には大昔から放射性物質が存在し

ており、地下，地上構築物や空から放射線が飛んでくる．そのような天然の放射性物質にはどん

なものがあるかを学ぶ．１つの例として，地球の地下深くのマグマなどの内部高熱を維持している

主たる要因は，放射性物質のウランやカリウムが地下に存在しているからであることも解説する． 

８．強い放射線とは一体何か 

放射線の健康影響には誰もが関心を持つ．健康に悪影響が大きいものを「強い放射線」とすると、

それを決める因子にはどのようなものがあるだろうか．放射線の詳しい性質は講義2で学ぶが、強い

放射線の因子を定性的に把握しておくと、放射線の実態もスムーズに理解できると思われる．ざっ

と挙げれば、時間当たり本数、線種、エネルギー、物理半減期、透過力（飛程）、体内半減期，

内部、外部などの組み合わせで強さが決まるのである． 

９．放射線による水分子分解，活性化－極初期段階の化学反応 

   放射線の健康影響については，後続の講義で詳しく扱うが，身体の７割は水でできているので，

放射線はまず水とぶつかり反応し，水を活性化する．その反応は瞬時に起こる化学反応である．

その結果の反応生成物が，ある確率で，後々身体の DNA や染色体に影響を及ぼす．その極

初期の水との反応過程を解説する． 

１０．放射線の利用 

 放射線は、あなたの周囲でも、広く利用されている．医療（がん治療、各種診断，遺伝子解析

など）、農林水産（害虫駆除，品種改良）、工業（計測、透視検査など），食品業(滅菌な

ど)，環境（分析用），研究者向け，その他日常生活における利用例を、具体的事例を引いて

解説する．なお、放射線をどのようにして製造、生成するのか、どこから持ってくるのかは、講義 3

（物理と化学その２）で行う。 

１１．放射線の利用量＝供給量として 

国内における放射線の利用量はどの程度のものかを解説する．放射線の利用量を放射性物質の

重さで測ることは難しい．同じ 1㎏の放射性物質でも、発する放射線の強さは千差万別であるか

らである．利用量は放射性物質の供給時の「ベクレル＝1秒間当たりに発する放射線の本数」で

表すのが妥当であり、放射線の使用量統計もそれによる．利用分野ごとの特定線源とそのベクレル

数を知る．最も多いのは、ガンマ線照射（器具滅菌、農林向け）に用いるコバルト 60 である．                                                      

以上」 



 

科目名 原子力・放射能基礎論 

講義 No.2「放射線と防護」（2018.6.2） 

講師： 青山 敬 

＜講義の目標＞ 

放射線は単位の理解が難しい。 

ミリシーベルト（ｍＳｖ）、ギガベクレル（ＧＢｑ）、ナノグレイ（ｎＧｙ）とは？ 

法令で一般公衆の線量限度が年間１ｍＳｖに基準として設定されている。仮にその２倍

の２ｍＳｖはどんなレベルになり、実際に測定ができるのか？ 

放射線は測定された結果の単位の意味を十分理解されないと、わからないと心配になる。

情報伝達によって数値が一人歩きして“基準を超えると危険“と誤解もされる。 

今回の講義は、年間１ｍＳｖは意味やその数値の大きさについて正しく理解してもらう

ことが目標である。ギガベクレル（ＧＢｑ）、ナノグレイ（ｎＧｙ）も意味を考える。 

また、講義 No.10 では放射線測定器を用いた実習を交えながら、線量 1mSv を実感して頂く

ことが目標とする。 

＜講義概要＞ 

自然環境中には宇宙線や天然由来の放射線が存在している。自然放射線からの年間線

量は２ｍＳｖである。 

一方、原子力施設からの影響は、国際基準（ICRP）及び法令によって一般公衆に対す

る線量限度は年間１ｍＳｖと定められている。 

福島原子力発電所事故対応で環境省は事故由来分を “追加被ばく線量年間１ｍＳｖ”

と表現し、土壌除染の目標にもされている。 

原子力施設を安全に管理する上で、放射線防護のための放射線測定は重要な役割を占

める。放射線測定装置は、その目的に応じて、様々なタイプのものが開発されている。 

本講義においては、放射線の種類（法令上の定義との違いを含む）、放射線と物質との相

互作用、被ばく線量（自然由来や原子力施設からの由来）、宇宙線、天然放射線（温泉

を含む）、航空機被ばくについて考える。また、最近の話題として除染作業の汚染測定、

汚染水測定とトリチウムの問題についても簡単にふれる。 

 

１）放射線の基礎知識 

放射線を計測する、という観点から、改めて、「放射能」と「放射線」の違い、放射線の単位、アルフ

ァ線、ベータ線、ガンマ線、中性子などの放射線の種類、空気・水・コンクリート等の材質中のそれぞ

れの透過力や物質との相互作用について解説する。 

２）放射線測定器の種類 

放射線と物質の相互作用を測定原理に利用することになるが、さらに、測定の目的によっても計測

方法が異なる。①原子力関連施設向けモニタの設置例、②医療関連施設向けモニタの設置例、

③空間線量の測定、④排気・空気中や排水中の放射性物質の測定、⑤人・物の表面汚染測定、



⑥人の外部被ばく線量を測定する個人線量計⑦サーベイメータ類等の測定の目的に応じて用いら

れる測定器を紹介する。 

３）放射線の検出原理 

測定された数値を理解する上で、基本的な放射線の検出原理を理解しておくことは意義がある。そ

れは、気体の電離作用を利用するもの、固体の電離作用を利用するもの、蛍光作用を利用するも

のに大別される。さらに代表的なものとして、①電離箱式検出器の構造、②ＧＭ計数管の構造、

③半導体検出器の構造、④シンチレーション検出器の構造を用い、放射線がどのようにして電気的

な信号に変換され、線量（mSv）や放射能（Bq）を測定するのか解説する。 

 

<主な内容> 

放射線の用語と単位、放射線のものさし？、自然界からの被ばく線量 mSv/y、霧箱によ

る放射線の観察-国立科学博物館- 11.線量限度、一般公衆に対する線量限度（年間１ｍＳ

ｖ）の根拠について考える。アルファ線、ベータ線、ガンマ線の放射線の種類毎に測定す

る測定器の原理を学ぶ。例として、γ線はシンチレーションサーベイメータを用い、放射

性線源の核種は、放射性同位元素 137Ｃｓ（セシウム１３７）を用いる。 
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科目名 原子力・放射能基礎論 

―原子力と放射線の今、そしてこれから― 

講義 No.３「物理と化学（２）」 

 

技術士（原子力・放射線／総合技術監理）  横堀 仁 

 

１．講義の目標 

講義No.１「物理と化学（１）」では、物質の基本構成要素である原子や原子核とアルファ線、ベ

ータ線、ガンマ線などの放射線との違いについて学習した。本講義では、中性子と原子核との反応

（核反応）のメカニズムと核分裂反応によってエネルギーが放出される原理を学ぶ。また、多様な

核反応や核分裂反応の結果として生成される放射化生成物や核分裂生成物（FP:fission product）の

特性について理解を深めることを目的とする。 

 

２．講義の概要 

（１）中性子と原子核との反応 

原子番号 Z、質量数 A の原子は、Ｚ個の陽子を含む原子核（+Z の電荷）とその廻りを取り囲む Z

個の電子（-Zの電荷）で構成され、電気的な中性が保たれている。原子核はZ個の陽子と（A-Z）

個の中性子で構成され、原子の中心部の限られた領域（原子の大きさの１０万分の１）に存在する。

そのため、陽子やアルファ線のような正の荷電粒子が原子核に近づくには電気的な反発力（クーロ

ン障壁）を乗り越えるだけの運動エネルギーが必要となる。また、原子核に近づく前に、周辺の電

子との電気的な相互作用を起こしてしまうため、原子核に近づくことができるのは一部のものとな

る。一方、中性子には電荷がなく、原子核周辺の電子や原子核との電気的な相互作用がないので、

荷電粒子よりも容易に原子核に近づくことができる。中性子が原子核と衝突すると、入射した中性

子は原子核により散乱又は吸収される。質量数Aの原子核に入射中性子が吸収されると、一旦、質

量数（A+1）の複合核の状態となり、複合核状態のエネルギー的な不安定な度合いに応じて次のよ

うな反応を起こして安定に向かう。 

① 質量数A+1の複合核のまま収まる。余分なエネルギーはガンマ線の形で放出：中性子捕獲反応 

② 複合核の状態から入射中性子の替わりに陽子やアルファ粒子を放出して収まる： 

(n.p)反応、(n.α)反応など 

③ 複合核の状態から二つの原子核に分裂して収まる；核分裂反応 

上記①②の核反応は、どのような原子核の場合にも発生する。③核分裂反応は、質量数の大きな原

子核の場合にしか起らないが、原子力エネルギーを理解する上では重要な反応である。 

（２）反応断面積 

 ガンマ線や中性子が物質中を通過する際に相互作用する程度を表すのに、反応断面積という概念

が用いられている。反応断面積の大きさは、物質の種類に依存することはもとより、放射線の入射

エネルギーや反応の種類によって異なっている。ガンマ線に関しては、軌道電子との相互作用であ

ることから、反応断面積は理論的に解明されている。一方、中性子に関しては、原子核の構造につ

いての理論的解明が不十分であることから反応断面積は測定に頼っている。そして、測定値がない

ものは理論的な推定値が用いられる。このように、反応断面積の測定値や推定値を収集した膨大な

データは核データファイルという形で編集されている。日本原子力研究開発機構の核データセンタ

ーがまとめている JENDLファイルがその一例である。原子炉を含む各種の原子力関連施設の設計

解析においては、核データファイルは重要な役割を果たしている。 

（３）質量欠損と結合エネルギー 



 原子核内に核子を安定に閉じ込めるために結合エネルギーが使われるので、原子核の質量は構成

要素である中性子と陽子の各質量の合計よりも小さい。両者の差が質量欠損とよばれるものであり、

結合エネルギーに相当している。原子核の全結合エネルギーをその核子数で割って得られる1個あ

たりの平均結合エネルギーは、非常に軽い原子核を除いて、約800万電子ボルトであるが、詳細に

みると、核子数の増加とともに増加し、鉄の原子核（核子数56）を頂点としてふたたび減少してい

く。この事実は、鉄よりも軽い原子核同士は融合することで、一方、ウランのように重い原子核は

二つの原子核に分裂することでエネルギーが放出されることを意味する。この事実が、重水素や三

重水素の核融合により、また、ウランの核分裂によって核エネルギーが放出される基本原理となっ

ている。これら、核分裂や核融合反応で放出されるエネルギーは１反応あたり MeV（1eV=1.6×

10-19J）のオーダである。一方、化学反応で放出されるエネルギーが１反応あたりeVのオーダであ

るので、両者には６桁程の隔たりがある。 

（４）放射化生成物や核分裂生成物の特性 

安定核種から放射性核種が生じる反応を放射化反応という。先の中性子と原子核との核反応では

中性捕獲反応［（n,γ）反応］、中性子吸収反応［（n,p）（n,α）反応］が相当する。原子炉で放射化

反応の代表的なものとしては、Co59(n,γ)Co60 、Ni60(n,p)Co60 、Fe54(n,p)Mn54などがある。 

原子炉の運転中は中性子が多数存在するため、原子炉構造材のFe,Niなどが放射化される。 

一方、ウラン等の原子核が分裂することにより１回の核分裂あたり２個の分裂生成物が発生する。

原子核の構成要素である核子（中性子や陽子）の間には核力が働き、原子核の安定性が保たれてい

る。原子核の中の中性子数と陽子数は質量数が大きくなる程中性子が多くなる傾向にある。このこ

とから、ウランが二つの原子核に分裂してできるとどちらの原子核も陽子数に比べて中性子数が過

剰な状態になる。このことが、核分裂生成物の多くが放射性核種となる理由である。中性子と陽子

の数のバランスが崩れた原子核においては、放射線を自発的に放出することで安定性の回復が図ら

れている。これを原子核の崩壊という。陽子よりも中性子が過剰な原子核では、原子核内で中性子

が陽子に変化して原子番号の１つ多い元素に変化することでバランスを回復している。これを、ベ

ータ崩壊という。放射性元素は自然に崩壊することでその数が減少してゆく。その数を 1/2に減少

する期間を半減期という。半減期は1秒未満から１億年を超えるものまで幅広いものがある。原子

核の崩壊に伴って、アルファ線、ベータ線やガンマ線の形で放出されるエネルギーを崩壊熱という。

原子炉の運転により、多様な放射性物質が蓄積されるが原子炉を停止した後もこれら放射性物質の

崩壊が続くため崩壊熱の発生は持続する。 

（５）放射性同位元素（RI）の製造と利用 

 原子炉の運転に伴って生成される放射化生成物や核分裂生成物はそれらが放射性であるが故に取

り扱い過程において放射線被ばくをもたらすなど、負の側面が強いが、反面、医療や農業、工業な

ど多方面で放射線源として用いられるという正の側面もある。また、核分裂生成物の中には原子炉

の運転制御に欠く事ができないものも含まれているという事も述べておきたい。RI利用の放射線源

は発電用原子炉ではなく、専用の研究用原子炉で生産されている。また、原子炉の替わりに加速器

を用いてRIの製造が行われている。 



科目名 原子力・放射能基礎論  －原子力と放射線の今、そしてこれから－ 

              講義４「生物」      講師：谷田貝 文夫  

１． 講義の目標 

人類は長い生物進化の過程で、放射線に対する耐性を獲得してきたと言われる。遺伝情

報をもっている DNA に変化が起きたことには間違いなさそうである。放射線のエネルギー

が DNA に吸収されると、DNA に化学変化が起きる。この化学変化を DNA 損傷という。

細胞は非常に多くの数の DNA 損傷を修復することができ、たまたま修復できなかったもの

が、突然変異や細胞死を誘導し組織や器官に障害をもたらしたり、がんに繋がる。したが

って、放射線の細胞への影響を考えるときは、DNA 損傷の生成だけでなく、その修復にも注

目しなければならない。今回は、DNA 損傷の生成、突然変異誘発までの話を主にして、シ

ラバスでふれた“細胞応答”については第 11 回の講義に廻し、放射線影響の全体像に迫る。 

 

２．講義の概要 

１）生命の基本構造 

① DNA と染色体 

 DNA の基本構造は 2 重らせん構造である。片方の鎖に結合している塩基と向かい合う鎖

の塩基との間の水素結合で構造が維持され、4 種類の塩基の並び方に遺伝情報が保持されて

いる。細胞の中の核には、DNA がヒストン（タンパク質）に巻き付いた染色体が存在する。 

② 細胞の重要機能：転写、翻訳、複製 

 細胞は自らを維持し子孫を増やすには３つの機能が必要となる。一つは DNA 塩基配列を

RNAに読み取る転写機能で、二つ目はRNAをもとにタンパク質をつくる翻訳機能である。

もう一つは複製機能で、染色体DNAをコピーしてもう1セットつくり、子孫細胞にわたす。 

 

２）放射線と生命との関り 

① DNA 損傷 

どのような DNA 損傷が生成されるのか、放射線に特有な DNA 損傷はあるのか、DNA

損傷が、何故、身体の障害に繋がるのかといった問題について考える。（転写・複製の阻害） 

② 突然変異 

突然変異とは DNA の塩基配列が変化することで、その変化が遺伝子内に留まると遺伝子

突然変異と呼ばれ、染色体にまで及ぶと染色体異常と呼ばれる。（遺伝情報の変化） 

 

３）生体への影響 

放射線によって誘発される突然変異や細胞死が、体細胞に起こると身体的障害、生殖細

胞に起こると被ばく者の子孫に遺伝性(的)障害を起こすと考えられる。身体的障害の殆どは

被ばく後早期に発症するが、発がんや白内障・再生不良貧血などは発症が遅れる。なお、

ヒト集団（原爆被爆者含む）では、放射線誘発遺伝疾患は実証されていない。 



 

 

－原子力・放射能基礎論－ 

Ｎo.５ 原子力発電の歴史 
 

河田 東海夫 

 

（１）世界における原子力発電技術の発祥・発展経緯 

人類による核分裂エネルギーの利用は原爆というまことに不幸なかたちで始

まった。1942年 12月、米国シカゴ大学で CP-1と呼ばれる実験装置で核分裂

連鎖反応が達成され、人類最初の原子炉が産声を上げた。この原子炉は、原爆

開発の極秘計画「マンハッタン計画」において、天然ウランを燃料とする原子

炉中で核分裂性のプルトニウムを生産できることを原理実証するための実験で

あった。その成果をもとに、本格的なプルトニウム生産炉が建設され、長崎原

爆用のプルトニウムが生産された。これと並行して、電磁分離法とガス拡散法

という 2つの濃縮技術が開発され、巨大な濃縮工場で広島原爆用の高濃縮ウラ

ンが生産された。 

米国では、戦後直ちに軍事・平和利用両面の原子力開発・利用を統括する強

力な原子力委員会が設立され、動力用原子炉の実用化を目指した広範な研究開

発が進められた。当時ウランは希少資源とみなされており，核分裂で大量の発

電を行うためには，天然ウランの 99.3%を占める非核分裂性のウラン 238を核

分裂性のプルトニウムに変換できる増殖炉技術の開発が不可欠と考えられてい

た。こうして最初の高速実験炉 EBR-Iがアイダホ州アルコに建設され、1951

年 12月に小規模の発電実験を行い，4個の電灯を灯すことに成功した。人類最

初の原子力発電は高速増殖炉によるものであった。 

一方、海軍では、ハイマン・リコーバー大佐（のちに提督）の強力な指導の

下で、潜水艦の動力用原子炉の開発が進められた。原子炉としては，小型で高

出力を得るために，燃料には高濃縮ウランを，また減速・冷却材には水（軽

水）を使用する原子炉が開発された。水の沸騰を抑えて運転を安定化させるた

めに原子炉は加圧された。加圧水型軽水炉（PWR）の原型である。こうして世

界初の原子力潜水艦ノーチラス号が完成し，1955年 1月に就航した。その原

子炉を大型化し、陸上の発電用に転用したのが米国最初の PWR原子力発電所

シッピングポートで、原子炉の製造はウェスチングハウス社が担当して 1957

年 12月に送電を開始した。これと並行し、アルゴンヌ国立研究所では、PWR

よりも構造が簡単な沸騰水型軽水炉（BWR）の開発が進められた。その技術を

実用化したのが GE社で、最初の BWR原子力発電所がイリノイ州ドレスデン

に建設され、1960年 6月に送電を開始した。こうして米国では代表的な 2つ

の原子炉 PWRと BWRの実用化時代を迎えた。 



 

 

戦後しばらくの間、米国以外の国では濃縮ウランは入手不能だったことか

ら、原子炉は天然ウランを燃料とすることが前提となり、そのため減速材とし

ては中性子吸収が小さい黒鉛または重水を利用する道をとることとなった。 

旧ソ連は、米国の原爆成功後直ちに自らの核開発計画を立ち上げ、1949年 8

月に最初の核実験を成功させた。実験に使われたプルトニウムは、スパイが入

手した米国情報をもとに設計・建設したプルトニウム生産炉で生産された。そ

の原子炉を発電用に発展させたのがチェルノブイリ原子力発電所などで採用さ

れている黒鉛減速軽水冷却の RBMK型炉である。RBMK型の最初の原子力発

電所は 1954年 6月に送電を開始しており、世界最初の実用原子力発電所とな

った（米国のシッピングポート運開の 3年半前）。 

英国とフランスは、戦後それぞれ独自に黒鉛減速炉を開発し、英国では 1956

年 10月に、またフランスでは 1959年 3月に発送電を開始している。 

天然ウランを燃料とする黒鉛減速炉は、燃料を長く燃やせず経済性に劣るの

で、旧ソ連やフランスでは、その後自ら濃縮技術を持つと、燃料に低濃縮ウラ

ンを用い、よりコンパクトで経済性に優れる軽水炉に移行していった。 

カナダは、戦時中フランスから逃れた研究者を中心に重水炉の研究が進めら

れていたことから、重水と天然ウランの体系を用いて、米国外では最も早く、

1945年 9月に臨界実験に成功した。その後いくつかの実験用原子炉を作り、

CANDU と呼ばれる独自の設計の原子炉の実用化に成功した。 

 

（２）核燃料サイクルの発展経過 

戦後しばらくの間、ウランは希少資源とみなされており、それを有効利用す

るために、使用済燃料再処理でウランやプルトニウムを回収し再利用すること

は必須の要件と考えられていた。核兵器製造で再処理技術を手にしていた米英

仏では、その技術の民生利用が早くから始まり、1970年代には日独も小規模

再処理を開始した。しかし、1974年にインドが自国の小型再処理工場で生産

したプルトニウムで核実験を行ったことから、特に米国では核拡散防止重視の

立場から、再処理を中心とする民生用プルトニウム利用を禁止すべきとの論が

興った。こうした中 1977年に発足した民主党カーター政権は、ほぼ完成して

いた大型商業用再処理工場を放棄し、使用済燃料は直接処分にするという原子

力政策の大転換を図った。さらに各国が米国に追従することを期待して、国際

核燃料サイクル評価（INFCE）という大会議を招集し、2年以上にわたる検討

作業を行ったが、最終的には、英仏独日連合による「厳格な保障措置の適用で

プルトニウムの民生利用と核不拡散は両立しうる」との主張が通り、カーター

政権の目論見は失敗に終わった。しかしながらその後ドイツは反核運動の高ま

りやチェルノブイリ事故影響などを受けて再処理路線から撤退した。一方、フ



 

 

ランスは着実にプルトニウム民生利用体系の整備を続け、今日では、再処理で

回収されるプルトニウムの全量を軽水炉で燃やし、回収ウランについても相当

部分をリサイクル利用できる状態を達成している。現在主流の再処理技術はピ

ュレックス法という化学分離法（溶媒抽出法）であるが、今日では、核拡散抵

抗性を高めるため、ウランとプルトニウムを分離せずにそのまま回収する方法

などの開発も進んでいる。ほかに将来技術としては電気精錬的な技術開発も進

んでいる。 

軽水炉では低濃縮ウランを使用するが、当初の低濃縮ウラン供給は、軍事用

に建設されたガス拡散方式の濃縮工場を持つ米仏などに限られていた。その後

英独蘭 3国が設立したウレンコ社が遠心分離法による濃縮工場を稼働させたこ

とで、濃縮事業は完全商業化し国際競争時代を迎えた。わが国も独自技術で遠

心濃縮技術を完成させ、日本原燃の濃縮工場が 1990年代初めに操業を開始し

た。遠心濃縮技術は技術体系としては比較的単純であり、少ない投資で手に入

れることができるため、再処理技術に比べると核拡散に対する障壁が相対的に

低い。そのため、現実に核拡散問題が発生しており、本講義ではそうした問題

についても触れることにする。 



1 

 

原子力・放射能基礎論（2018 年度）No.6 原子力発電のしくみと核燃料サイクル 

 

技術士（原子力・放射線部門） 岡村 章 

１．講義の目標 

原子力（核エネルギー）の利用形態には核分裂反応によるものと核融合反応によるものとがある。核

兵器を除き現在実用化されているのは，核分裂による発電（原子力発電）と熱供給のみで、核融合は研

究開発段階にある。ちなみに、代表的な自然エネルギーの一つである太陽光は、太陽内部での水素原子

の核融合反応によりエネルギーを持続的に発生・放出するものである。 

本講義では、現在、原子力発電の主流となっている軽水炉と、ウラン資源の利用効率を飛躍的に高め

ることのできる高速増殖炉を中心にして、そのしくみを解説し、併せて、核燃料サイクルについて、そ

の利点や課題について概説する。 

 

２．講義概要 

（１）原子力発電のしくみ 

発電用原子炉は、核分裂により発生した中性子（高速中性子）を減速し核分裂の連鎖反応を効率よく

起こさせるための減速材の種類と、原子炉から熱を取り出す冷却材の種類により、軽水炉、重水炉、黒

鉛炉（軽水冷却、ガス冷却）、高速炉等に区分される。経済性に優れていることなどから、現在世界で稼

働している原子力発電所の 80％以上は軽水炉である。軽水炉には、原子炉圧力容器内で直接蒸気をつく

りタービン発電機を回す直接サイクルの沸騰水型原子炉（BWR）と、炉心を通過した１次冷却水の熱を

蒸気発生器を介し 2次冷却水に伝え蒸気をつくる間接サイクルの加圧水型原子炉（PWR）とがある。後

述する高速炉は、高速中性子を減速させずに核分裂連鎖反応を起こさせる原子炉である。 

原子力発電には、①燃料となるウランは石油、天然ガスに比べ、供給地が比較的分散しているため、

供給安定性に優れている。 ②石油、天然ガス、石炭に比べ同じ発電量を得るために必要となる燃料が少

なく、燃料交換後１～２年間は発電を継続できるなど備蓄効果が高い。③発電過程において二酸化炭素

を殆ど排出しない、といった長所を有する一方、④重大事故が起きた際の被害範囲が大きく、影響が長

期化する。⑤高レベル放射性廃棄物（使用済燃料）の最終処分が未解決、といった欠点もある。 

 

（２）核燃料サイクル 

軽水炉の燃料には、天然ウランに約 0.7％含まれる核分裂性のウラン 235 の割合を数％に高めた濃縮

ウランが用いられる。濃縮工場でウラン 235 を濃縮し、成型加工工場で燃料体に加工して原子炉に装荷

する。原子炉で燃焼した後、燃料交換により取り出された使用済燃料中には、残存しているウラン 235

や、新たに生成したプルトニウムなどが含まれている。これらの再利用可能な核原料物質は、再処理工

場で処理し、廃棄物（燃料被覆管、核分裂生成物等）と分離して取り出し、再び燃料に加工して原子炉

で利用することが可能である。これらの原子燃料に関する一連の循環過程を核燃料サイクル（原子燃料

サイクル）という。（広義には、ウラン鉱石の採掘から精錬、放射性廃棄物の処理・処分といった発電の

上流・下流の工程を含む。） 

核燃料サイクルは、ウラン資源の節約になる、エネルギー・セキュリティを高める（燃料の輸入依存度

の低減、準国産化）、高レベル廃棄物の量（容積）を減少させる、（既に存在する）余剰プルトニウムを
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原子力・放射能基礎論（2018 年度） No.7 原子力発電の安全性 

 

技術士（原子力・放射線部門） 岡村 章 

 

１．講義の目標 

福島第一原発事故は、想定を超える地震と津波により、発電所の非常用電源が機能喪失

し原子炉を冷却する手段がなくなった結果、炉心溶融（メルトダウン）に至ったものであ

る。同事故を踏まえ制定された新規制基準により今後は重大事故の再発を防ぎ得るか、残

された課題は何かについて考える。 

 

２．講義概要 

（１）福島第一原発事故を踏まえ制定された新規制基準 

福島第一原発事故の起因は、地震・津波という自然現象であり、炉心溶融という重大

事故に至った直接原因は長時間の電源喪失による炉心冷却機能の喪失である。また、事

故が拡大した要因として重大事故に対する備えが不十分であったことも指摘されている。 

国は、原子力規制体制を見直し、許認可権を基本的に原子力規制委員会に一元化する

とともに、同事故の教訓を踏まえ、国際基準も参考として、深層防護の考え方を徹底し

見直し強化した原子力規制基準を策定した。新規制基準は、地震、津波、火山といった

自然現象の想定を厳格化し、自然現象以外にも火災や溢水といった複数の安全設備が同

時に故障する事象（共通要因故障）に対する備えが強化された。その結果、新規制基準

への適合性審査に合格した原子力発電所では、地震を例にとると、想定する基準地震動

が従来の1.5倍から２倍程度に引き上げられることとなった。重大事故対策に関しては、

炉心損傷防止対策や炉心損傷時の格納容器の破損防止対策として、代替電源、代替冷却

設備等の配備を要求し、さらに、意図的な大型航空機衝突等のテロに対する対策等を講

じることも求めている。この他、常に最新の規制基準に適合することを求めるバックフ

ィット制度を導入するとともに、原子力発電所の耐用年数を原則として 40年に限定した

（ただし、条件を満たせば 20年の運転延長が認められる。）。これらの規制強化に対応す

るためには大幅な対策費が必要となり、初期に建設された出力が比較的小さい原子炉で

は、電力会社の経営判断として廃炉を選択するケースも出てきている。 

また、重大事故により発電所周辺に放射性物質が多量に放出されるような事態に対す

る備えである原子力災害対策については、国の防災体制を強化するとともに、重点的に

防災対策を講じる範囲が、従来の発電所から概ね半径 10ｋｍの範囲から概ね半径 30ｋｍ

の範囲に拡大するなど制度が見直された。 

 

（２）残された課題 

新規制基準施行後、７基の発電用原子炉が再稼働を果たし、更に７基が適合性審査に
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合格しており、12 基が適合性審査中であるが（2018 年年３月末現在）、総じて審査期間

が長期化している。 

福島第一原発事故後、各電力会社や国を相手に再稼働の差止め等を求める訴訟が全国

各地で相次いで提起され、原告の請求を認める判決も幾つか出されている。また、原発

が立地する自治体や周辺自治体の安全協定に関する同意や避難計画の策定が再稼働の足

かせとなっている地点もある。 

これまでの適合性審査における主要な論点は、原子炉の基礎地盤の地質構造、基準地

震動想定の妥当性（活断層の認定、地震動評価式の保守性等）、火山噴火に対する備え、

重大事故対策の有効性などである。規制制度に関しては、米国を参考とした合理的な検

査制度への改革が進められており、また、安全目標（原発に求められる安全性の水準）

に照らした確率論的安全評価（ＰＲＡ）の、規制や保安活動への導入が検討されている。 

以上 



科目名 原子力・放射能基礎論 

―原子力と放射線の今、そしてこれから― 

講義No.8「福島原発オンサイトの現況と廃炉」 

 

技術士（原子力・放射線／総合技術監理）  横堀 仁 

 

１． 講義の目標 

東日本大震災の発生から７年経過しましたが、東京電力福島第一原子力発電所（以下１F と

する）の事故の影響からの復旧には多くの資材と労力とがつぎ込まれてきています。本講義で

は１F（オンサイト）での活動に着目し、事故の経過や汚染水対策と廃炉計画の現状について、

国や関係機関からの情報を分かりやすく整理してお伝えし、１Fの現状について共に学ぶこと

を目標とします。 

 

２． 講義の概要 

（１） 原子炉の状況 

全電源喪失と津波の浸水により冷却機能を失った１〜３号機は崩壊熱を除熱できなくなり

ほぼ全炉心燃料の溶融に至った。溶融燃料は原子炉圧力容器（RPV）の底部を貫通し原子炉格

納容器（PCV）の底部ににまで拡散している。その後、崩壊熱を除去するためRPV内への冷却

水の注水が絶えることなく継続されている。 

（２） 汚染水対策 

注水した冷却水はRPV 破損部からPCV へと漏洩し、更にPCV 破損部から建屋地下へと漏れ

でており、建屋地下の滞留水を汲み上げて浄化後、炉心冷却水として再利用する循環炉心冷

却システムが構築された。これにより、汚染水の増加を食い止める事ができるものと期待さ

れたが、地下水が建屋に侵入し循環炉心冷却水に混入していることで汚染水の増加をとめる

ことができなかった。汚染水対策が焦眉の急となり、汚染水の増加対策として次々に貯水タ

ンクを増設することが余儀なくされた。大量の汚染水の処理対策として多核種放射能除去シ

ステム（ALPS）を設置することで、貯留水中の放射能濃度が低減され、放射能漏洩事故のリ

スクを回避でき現在に至っている。 

（３）廃炉計画 

 ① 廃炉計画実施に向けた事前準備 

2021年からの燃料デブリ（以下デブリ）取り出しに向けて作業環境を整えるため、空間線

量率分布の把握や原子炉建屋内の除染などの準備作業が実施された。また、使用済み燃料プ

ール内の燃料取り出しは、４号炉については2015年末に完了している。今後、１〜３号炉の

使用済み燃料プールからの燃料取り出しを行ってゆく。並行して、PCV,RPV の破損箇所の調

査、デブリの状態や存在場所の特定を行い、デブリ取り出し方法を決定することが大きな課

題であり、デブリの存在場所を調査を目的としたミューオン測定やロボットをPCV内に投入

した調査が行われている。 

 ② 本格的廃炉計画の実施 

国のロードマップでは、2021年からの開始を計画している。まずは、PCV,RPVの破損箇所

を修理して、地下水の混入と隔離した炉心冷却システムを完成することが第一歩である。デ

ブリを取り出すこと、更には、大型機器の解体撤去や取り出した廃棄物の処理・処分が残さ

れている。実施は容易ではないことが予想されており、具体的な解決方法についての課題を

紹介する。 



科目名 原子力・放射能基礎論

－原子力と放射線の今を考える－

講義８「トリチウム問題」 講師：戸井田 良晴

Ⅰ. 講義の目標

福島原発から放出された放射性核種のうち、現行の技術で処理が困難と言われているト

リチウムについて、その物理・化学的性質、現存するトリチウムの起源と存在量、過去お

よび現在の用途、人体への影響について学びます。また、従来から知られてる水とトリチ

ウムを分離する方法、福島事故以降考案された分離法を紹介します。最後にロシア企業か

ら提案されたトリチウム分離・固定化方法について説明します。

Ⅱ.講義の概要

トリチウム問題

１．トリチウムとは

・核が陽子１個と２個の中性子で構成される水素の同位体

・質量が水素の３倍であるため、融点や沸点などの物理物性が異なる。

・分子の電子構造が同じため、化学的物性は類似する。

・半減期１２．３２年で最大１８．５９ｋｅＶ、平均５．７ｋｅＶの低エネルギーの

β線を放出して３Ｈｅに壊変。

２．トリチウムの起源と存在量

・宇宙線由来 ：宇宙線と大気中の酸素・窒素が反応し生成

平衡存在量は約５ｋｇ／全世界

・地殻由来 ：地殻中の放射性物質由来で生成

・核実験由来 ：原爆の核反応で生成、水爆は爆発原料としてトリチウムを使用

平衡存在量の約２００倍を放出

・原子力発電由来：重水炉や”ふげん”等から、１０ｋｇ／年程度を生成

３．トリチウムの用途

・１９５０年代に水素爆弾の材料に使われたが、現在は他の材料に置きかえられた。

・現在は主に生体分子や医薬品で軽水素の一部をトリチウムに置き換え、それら分子の

代謝研究などに使用される。

・将来は核融合の原料（３ｋｇ／１炉を使用）としての用途が期待されてい。

４．トリチウムの人体への影響

・トリチウムのβ線のエネルギーが小さいため外部被ばくは生じない、また



内部被ばくも比較的小さいと考えられている。

・ただし、過去４回の事故で死者４名、負傷者７名が生じている。

・トリチウムの生体への影響は他の核種と異なるとする意見が存在。

５．福島原発汚染水の課題

既存の除去装置ではトリチウムは取り除けず、処理水として残る

処理水の量が多くなりすぎ、敷地内で保存するのが困難に

海に放出するには濃度が高すぎ、また、総量が多すぎる。

化学工学的には半導体材料中の不純物（ｐｐｂ、ｐｐｔ）の濃度レベル

６．既知トリチウムの分離技術

・原子・分子状態での分離 ：レーザー照射／磁気分離

・ガス状態での分離 ：遠心分離／熱拡散法

：ガスクロマトグラフ法（水素ガス）

・液体状態での分離

蒸留 ：水素同位体ガスの深冷蒸留法、水素同位体水の減圧蒸留

電気分解：水素同位体水の電気分解法

・化学分離：同位体交換法（気相法、液相法）

・二重温度交換法（Ｇｉｒｄｌｅｒ－Ｓｐｅｖａｃｋ法）

・メンブラン・フィルター

その他の手法

・吸着法（ゼオライトや水素吸蔵金属等への吸着）

７．出願特許などからみた福島事故以後の分離技術

・既知分離技術の条件最適化

・既知技術の組み合わせ

・他産業の技術応用

８．ロシア ロスアトム社の分離・固定技術

・原子力潜水艦の原子炉廃液の処理技術応用

・各種分離・固定技術の組み合わせ

・蒸留法による不純物の除去

・電気分解によるトリチウム濃縮

・水素吸蔵合金によるトリチウムの固定

・課題

・高システム・運用コスト／水素吸蔵合金の保存



 

科目名 原子力・放射能基礎論  講義 No.10「放射線の測定」（2018.7.21） 

講師： 青山 敬 

＜講義の目的＞ 

放射線の測定は自然環境のバックグランドのレベルが非常に低く、そのバラツキが大き

い。国際規格ＩＳＯではバックグランド測定において放射線が無いのに有ると誤検出する

確率から決定しきい値を求め、試料測定において放射線が有るのに無いと誤検出する確率

から検出限界を求めます。この決定しきい値と検出限界の両者の概念を正しく理解するこ

とが必要です。 

「無いのに有る、有るのに無い」まるで禅問答のようにややこしいですね。 

バックグランドの影響を受けないようにするため何トンもある分厚い鉛しゃへいを用い

る場合があり、測定条件の正確さと測定結果の意味を十分理解しないと見誤る。 

自然環境の十倍以上の放射線が測定されたとマスコミ報道で騒ぐが、自然環境は絶えず

変動しており、10倍（1桁）、100 倍（2桁）の変動はよくあり得るので、数値が一人歩きし

ないように取扱注意が必要である。 

今回の講義は年間 1mSv の線量限度の意味やその数値の大きさについて正しく理解できる

ように実習を交えながえら、1mSv を実感してもらうことが目標である。 

 

＜講義概要＞ 

No2.の講義で自然放射線からの年間線量は世界平均で2.4mSvであることを学んだが、

このレベルの放射線測定について実習を通してその意味を考える。 

放射線測定器を使用する上での留意点や校正の重要性についても学ぶ。 

個人の被ばく線量を管理する個人線量計を装着してもらい、測定される数値や線量計

そのモノの大きさを実感する。 

第一部 基礎編 

1）放射線の検出原理 

測定された数値を理解する上で、基本的な放射線の検出原理を理解しておくことは意義がある。

それは、気体の電離作用を利用するもの、固体の電離作用を利用するもの、蛍光作用を利用する

ものに大別される。さらに代表的なものとして、①電離箱式検出器の構造、②ＧＭ計数管の構造、

③半導体検出器の構造、④シンチレーション検出器の構造を用い、放射線がどのようにして電気的

な信号に変換され、線量（mSv）や放射能（Bq）を測定するのか解説する。 

 

2）測定上の留意点 

実習に先立ち、測定器の特徴や測定上の留意点について解説する。 

① サーベイメータによる空間線量率の測定においては、実習に用いる、ＮａＩシンチレーション

式サーベイメータの特徴、検出器の有感部分、各スイッチや表示の意味について解説する 

② 表面汚染の測定においては、実習に用いる半導体式サーベイメータに関して、検出面の有



感部、各スイッチや表示の意味について解説する。また、衣服などの表面汚染を実際に測定

する際の留意点を説明するとともに、測定によって得られた数値から、「表面汚染放射能

（Bq）」や「表面汚染密度（Bq／cm2）」を算出する手順を解説する。 

 

第二部 実習 

  いくつかのグループに分かれ、実際に測定器を用い、測定や単位換算の実習を行い、その作業を

通じて、放射線測定についての理解を深める。 

１）シンチレーションサーベイメータによる実習 

シンチレーションサーベイメータを用い、①バックグラウンド線量率の測定、②いろんなところで測定し

てみる、③土壌等の簡易測定を体験する。 

２）表面汚染サーベイメータによる実習 

半導体式サーベイメータを用い、①バックグラウンド計数率の測定、②表面汚染密度測定、③放

射能表面汚染密度の計算までを体験し、測定の結果得られた計数率を使い、表面汚染密度

（Bq／cm2）までを算出する実習を行う。 

 

 ＊注意事項；講義参加者は、四則演算ができる程度の電卓をご持参願います。 

 

第三部 講習 

１）放射線測定器を選定する上での留意点 

市中に出回っている種々の測定器のばらつきが話題になることがある。その一例を解説する。また、

放射性測定器を選定する上での留意点として、①時定数について、②エネルギー感度、③検出器

の方向特性について解説する。さらに、測定器の定期的な校正の必要性について触れる。 

 

<主な内容> 

Ⅰ 放射線測定器を用いた実習（測定上の留意点を含む）  

・γ線シンチレーションサーベイメータによる実習  

：空間線量率を測定する。マントルの線量率測定 単位 mSv/h 

・表面汚染サーベイメータによる実習 

 ：減塩の計数率測定 単位 cps 、天然鉱石 単位 Bq 

・個人線量計 

：バックグランド線量率測定 μSv/h 

積算線量 mSv 

放射性線源の核種は、一般に 137Ｃｓ（セシウム１３７）の線源を用いる。 

実習では 137Ｃｓ線源の代わりに放射線を発する天然鉱石やマントル（キャンプで使うガ

スランプの芯）を用いる。 

 



 

 

 

 

GM サーベイメータ 

 

 

個人線量計 

 

 



科目名 原子力・放射能基礎論  －原子力と放射線の今を考える－ 

        講義 11「放射線被ばくの問題（1）」   講師：谷田貝 文夫  

 

１．講義の目標 

自然放射線被ばくは健康に良い影響をもたらすが、人工放射線被ばくは害を及ぼすとい

う認識が広く浸透している。このような認識には、被ばくによって健康影響をもたらすメ

カニズムが深く絡んでいる。つまり、障害を誘発する過程だけではなく、放射線障害から

身体を守る仕組みがキーになっている。前者は第 4 回講義でもふれたので、今回は後者の

説明に重きをおく。また、自然放射線による低線量・低線量率被ばくによる健康影響つい

ても述べる。次回の講義で、人工放射線（原子力事故など）による被ばくについて考える。 

 

２．講義の概要 

１）放射線から身体を守る仕組み 

① DNA 損傷の修復（細胞死の回避や突然変異誘発の抑制） 

   DNA 損傷が修復されないと細胞死や突然変異の誘発が起こる。修復されにくいとさ

れる DNA 損傷、例えば DNA2 本鎖切断に対しても修復率は高い（数十個 / 細胞）。 

② 細胞死の誘導（がん化の回避） 

   DNA 損傷の修復に失敗しても、アポトーシスの誘導によって損傷を持つ細胞を死滅

させ組織や器官を守る。修復もアポトーシスも免疫応答（後述）もシグナル伝達機構

（細胞応答）と呼ばれる仕組みによって制御され、何重にも身体を守る仕組みが働く 

③ 免疫応答（がん細胞の駆逐） 

   動物には、病原体に対する生体防御システムとして、免疫応答が備わっている。修

復やアポトーシスがうまく機能せずにがん細胞になった場合、それまでとは異なる抗

原（タンパク質）を細胞表面に提示して、免疫細胞（リンパ球）に駆逐してもらう。 

 

２）自然放射線による低線量・低線量率被ばく 

自然放射線被ばくが平均より 10～20 倍も高い地域が世界には４つある。その中で、中国

とインドを例にあげ、住民に対する健康影響の疫学調査から低線量被ばくについて考える。 

① 中国（広東省）：地域住民（約 9 万人）のがん死亡発生率についての疫学調査では、対

象地域（普通環境：約 3 万 5 千人）の住民に比べて高い値は示さなかった。その後、血

液の染色体異常が調べられ、放射線被ばくによる異常の増加はみられたものの、この程

度の放射線影響は、他の種々の変異原から受ける影響の個人差の範囲内と推測された。 

② インド（ケララ州）：固形がん(胃、肺、大腸、肝臓、乳房、子宮など形のある臓器に塊

となって発生するがん)の相対リスクは、統計的に有意に１より高い値を示さなかった。

その後、地域住民の末梢血の単球細胞を用いて DNA2 重鎖切断（DSB)の誘発について

も調べられたが、やはり、DSB の増加はみられなかった。 



科目名 原子力・放射能基礎論  －原子力と放射線の今を考える－ 

       講義 12「放射線被ばくの問題（２）」   講師：谷田貝 文夫  

 

１． 講義の目標 

自然放射線だけでなく人工放射線も含めて、放射線のもたらしてきた人類への恩恵は計

り知れないものがある。しかしながら、一度、原子力発電所の事故などが起こると、健康影

響が最大の懸念となる。今までに起きた原子力関連の事故例を挙げて、その疫学調査結果な

どからどのような健康影響を及ぼしたかについて話をする。また、この種の疫学調査から健

康リスクを推定し、放射線防御の施策に役立てるための施策についても解説する。 

 

２．講義の概要 

1）健康障害の発生事例 

① 原爆被爆：広島、長崎での原爆被爆者や原子炉事故後の復旧作業員（高線量被ばく者）

と（低線量・低線量率）自然放射線被ばくの住民とでは、発生した障害が大きく異なる。原

爆被ばく者に対する疫学追跡調査では白血病の発生は被ばく後 2～3 年で増加し 6～8 年で

ピークとなり、固形がん発症のリスクの増加は被ばく約 10 年後に始まったとされている。 

 

② 原子力事故：1986 年に起きた旧ソ連のチェルノブイリでの原子力発電所での事故、

2011 年 3 月の東日本大震災時の東京電力福島第一原子力発電所で起こった事故などによる、

放射線被ばくについて説明する。なお、これら大事故以外にも数多くの事故が起きている。 

 

２）健康リスクの推定 

① 放射線障害の発生リスクを予測するためのモデル：しきい線量のない確率的影響に対

しては Linear No Threshold (LNT)モデルが提唱され、放射線発がん率が線量に対して直

線的に増加する L モデルや線量の二乗に比例する部分もある LQ モデルなどがある。 

 

② 放射線防護の施策：1950 年代に、放射線作業者よりはるかに人数の多い一般市民に対

して、一般の人と放射線作業者の遺伝線量が公平になるように、放射線作業者の線量限度 50 

mSv/年の 1/10 の 5 mSv/年が公衆被ばくの線量限度と設定され、その後 1985 年に現在の

１mSv/年に下げられた。放射線作業者の線量限度も 100 mSv/5 年と制限が設けられた。 

 

③ 疫学調査の利用：発がんと遺伝性（的）影響を合わせてのリスク推定結果が ICRP（2007

年）によって報告された。この報告では、がんについては死亡だけでなく罹患も含まれ、全

集団と成人集団に分けてリスクが見積られている。具体的には、1 Sv 被ばくすると、がん

と遺伝的リスクを合わせると、全集団で 5.7％、成人集団で 4.2％との報告である。なお、

このリスクの推測には、線量・線量率効果係数(DDREF)が考慮されている。 



 

 

－原子力・放射能基礎論－ 

Ｎo.１３ 放射性廃棄物処分問題 
 

河田東海夫 

 

講義の概要 

 

１．放射性廃棄物の特徴と処分の一般原則 

放射性廃棄物は、その有害性が十分低減するまでには、長期の時間がかかるため、それを発生

させた現世代は、安全な処分を進めることで、将来世代への負担押しつけを回避する責任を有す

る。その推進に当たっては、① 発生者責任の原則、② 放射性廃棄物最小化の原則、③ 合理的

な処理・処分の原則、④ 国民との相互理解に基づく実施の原則の 4つの原則を守ることが重要。 

 

２．放射性廃棄物の形態と区分 

使用済燃料を再処理してウランとプルトニウムを回収すると、その後に核分裂生成物を主成分と

する放射能レベルのきわめて高い廃液が残る。我が国では、その廃液をガラスに溶かし込んで固

めた「ガラス固化体」を「高レベル放射性廃棄物」とし、それ以外の放射性廃棄物はすべて「低レベ

ル放射性廃棄物」に区分される。「低レベル放射性廃棄物」は、発生場所や放射能レベルによっ

て、さらにいくつかの区分に分けられ、管理される。 

一般に、液体状の放射性廃棄物は、低レベルの場合はセメントなどで固め、また高レベルの場

合はガラス固化するなどして、固体状に安定化させる。固体廃棄物は様々な形態や種類がある

が、可燃性のものは焼却するなどして、極力減容化を図る。低レベル放射性廃棄物は、通常は

200 リットルのドラム缶に封入されるが、大きさや形状によっては、専用の角型容器に封入される場

合もある。高レベル放射性廃棄物は、直径約 40 ㎝、高さ約 1.3m（一部これより短いものもある）の

円筒容器内でガラスに固められる。 

放射性廃棄物は、原子力発電やそれに伴う核燃料サイクル関連施設の操業や解体で生ずるほ

か、研究活動や医療活動によっても生じる。 

なお、原子力関連施設などで発生する廃棄物であっても、放射能レベルがある一定値（この値

をクリアランスレベルという）以下のものは、放射性廃棄物として扱う必要がない。 

放射性廃棄物の処分方法は、「管理型処分」と「隔離型処分」に大別され、前者は低レベル放射

性廃棄物の処分に、また後者は高レベル放射性廃棄物の処分に適用される。 

 

３．低レベル放射性廃棄物の処分と安全確保の考え方 

低レベル放射性廃棄物は、「管理型処分」という方法で処分される。 

「管理型処分」は、廃棄物の放射能が時間とともに減衰し、一定期間経過後には安全上支障の

ないレベルになることが期待できることを前提とした処分方法である。この処分法では、廃棄物は、



 

 

雨水や地下水の浸透を防ぐ人工構築物内に埋設して、一定期間の閉じ込めを確保しつつ、環境

放射線モニタリングや立入制限などの管理を行い、放射能の減衰に合わせて段階的に管理を緩

め、最終的に自然放射線レベル以下になった時点で、すべての管理をなくす。管理型処分の実際

の方式としては、①浅地中トレンチ処分、②浅地中ピット処分、③余裕深度処分といった方式があ

り、後者に行くほど埋設深度が深くなり、閉じ込め機能も強化される。 わが国では、日本原燃（株）

が 1992 年より六ケ所村で②の方式による低レベル放射性廃棄物処分場の操業を行っている。ま

た①の方式については 1990 年前半に日本原子力研究開発機構が試験用原子炉の解体廃棄物

を試験埋設した例がある。 

 

４．高レベル放射性廃棄物の処分と安全確保の考え方 

高レベル放射性廃棄物は「隔離型処分」という方法で処分される。この方式では、放射性廃棄物

を人間の生活環境から空間的・物理的に十分隔離できる性能を有する場所に定置して、含有する

放射性核種の人間の生活環境圏への移行を抑え、被ばくリスクを許容値以下まで下げる。この方

式の具体例が地層処分である。地下深部は，酸素が欠乏し，還元状態にあるため，腐食や溶解な

どの化学反応が極めて起こりにくいため、「ガラス固化体」からの放射性核種溶出は極めて低く抑

えられる。また，動水勾配が小さいため，地下水の動きは極めて遅い。こうした特徴により，地下深

部は物質を長期にわたって物質を安定に閉じ込める固有の性質を有する。地層処分は，地下深

部のこうした特性を利用した処分方法であり、人間の能動的な管理に依存せず，受動的に安全

な処分を実現する方法である。 

 

５．高レベル放射性廃棄物処分計画：我が国における現状と海外における進捗状況 

高レベル放射性廃棄物の地層処分については、我が国では平成 12年（2000年）に制度

化されたが、候補地選定の第一段階の文献調査の開始が大幅に遅れている。地層処分は、

世界的にもまだ実現に至ってはいないが、処分場のサイトが決まり、処分場建設が開始さ

れた国もある。我が国を含む主要国における計画の進捗状況を紹介し、いくつかの課題に

ついても考察してみる。 

 

６．福島除染廃棄物の現状と課題 

福島第一原発事故から７年が経過し、高汚染地域でも国の直轄除染が進み、昨年度はじめ

までに帰還困難区域（および双葉・大熊の全域）以外のすべての地域で避難指示解除が行わ

れた。避難指示区域外の低汚染地域でもほとんどの地域で自治体による除染が完了し、実質

年間 1mSv 未満が達成できた。こうした除染で回収された汚染土壌や廃棄物は各地の仮置

き場に一時保管されているが、大熊町と双葉町にまたがって建設が進められている中間貯

蔵施設が一部操業を開始し、汚染土壌等の仮置き場からの搬出も進み始めている。こうした

現地の状況を報告するとともに、今後に向かた課題についても考察をする。 

（以上） 



 

 

原子力・放射能基礎論（2018 年度） №14 原子力発電の現状と将来技術 

 

技術士（原子力・放射線部門） 岡村 章 

技術士（原子力・放射線部門） 横堀 仁 

１．講義の目標 

原子力開発の今後の見通しを考える観点から、日本における既設原子力発電所の再稼働や新規発電

所建設の状況、また、米国、欧州、アジアなど海外の原子力開発の現状を分析し、さらに、各国で取

り組まれている高速炉他の第４世代炉や核融合等の将来技術について紹介する。 

 

２． 講義の概要 

(1) 国内及び海外の原子力発電の現状 

国内の実用発電用原子炉は、2018 年３月末現在で、運転段階のものが 38基（BWR22 基，PWR17

基）、建設段階（本体工事着工済）が３基である。運転段階の原子炉のうち、運転開始後 40 年を超え

た原子炉が３基、30 年を超えた原子炉が 15基となっており、福島第一原発事故後、９基が廃炉とな

っている。新規制基準適用後、再稼働した炉が７基、適合性審査に合格しているものが７基、審査中

が 12 基となっている。建設中の炉は、大間（Ｊパワー）、東通１号（東京電力）、島根３号（中国電

力）の３基である。2014 年に国が取り纏めた「エネルギー基本計画」では、原子力発電の依存度可能

な限り低減していくとしつつも、今後も重要なベースロード電源と位置づけ、2030 年時点で 20％～

22％の比率を維持していく方針が示されているが、これを達成するためには、設置変更許可未申請の

炉（福島第二の４基を含む。）の申請・許可、高経年化炉の運転期間の延長、建設段階の３基の運転

開始等が必要であり、実現は容易ではない。 

世界では、現在、約 430 基の発電用原子炉が稼働している。日本の約 40基は、米国の 100 基、フラ

ンスの約 60 基に次ぐ規模で、中国と同程度となっている。米国では、４基が建設中であるが、廃炉

も多く、当面は現状維持と予想される。欧州では、福島事故後、ドイツが 2020 年末までに原子力発

電から撤退を、また、フランスが原子力発電の縮小を決定した。英国、フランス、フィンランド、ス

ロバキアで新規プラントが建設中であるが、今後耐用年数を迎える原発が増えていくことから長期的

には基数は減少していくと予想される。一方、経済成長率の高いアジアにおいては、中国及びインド

で、現在約 20基が建設中であり、今後も多数の建設計画がある。ベトナム、タイも原子力発電の導

入を検討している。化石燃料の豊富なサウジアラビア、UAE 等中東の国々も、将来の資源減少に備

え、原子力発電の導入計画が進められている。国際原子力機関(IAEA)は、世界の原子力発電設備量

は、2030 年には 2016 年に比し、低予測ケースで約 12％減、高予測ケースで 42％増になると推定して

いる。 

現在、運転中の発電用原子炉は、殆どが第１世代炉、第２世代炉と呼ばれるものであるが、新型の

第３世代炉も一部が実用化されている。第３世代炉は第２世代軽水炉の改良型として開発され、

ABWR、APWR、System80＋、AP1000、EPR（欧州加圧水型炉）、APR（韓国型加圧水型炉）等が

あり、新型燃料、受動的安全システムの採用、熱効率の向上、建設・運転コストの低減などが特徴と

なっている。第３世代炉は、ABWR が日本で４基、APR が韓国で１基運転開始されている他、米



 

 

国、英国、フランス、フィンランド、中国で建設中である。テロ対策や福島事故の影響等で安全対策

が強化され、全般的に建設が遅れている。 

 

(2) 高速炉他の第４世代炉や核融合等の将来技術 

2030 年以降も長期的に原子力利用を継続するには、燃料の効率的利用、核廃棄物の最小化、核拡

散抵抗性の確保等エネルギー源としての持続可能性に優れ、炉心損傷頻度の飛躍的低減や敷地外の緊

急時対応の必要性排除など安全性／信頼性が高く、さらに、一層優れた経済性を有する原子炉が必要

である。こうした要件を満たす原子炉を第 4 世代炉と呼んでいる。第４世代原子炉の開発には大きな

費用とリスクを伴うため、2001 年 7 月に米国、日本、英国、韓国、南アフリカ、フランス、カナ

ダ、ブラジル、アルゼンチンの 9 か国による第４世代国際フォーラム(GIF：Generation IV 

International Forum)が発足した。その後、スイス、欧州原子力共同体、中国、ロシアも加わり 12

か国 1 国際機関の参加となった。また、2017 年からはオーストラリアが参加している。事務局は

OECD/NEA に設置されている。ガス冷却高速炉（GFR）、鉛冷却高速炉（LFR）、ナトリウム冷却高

速炉（SFR）、溶融塩炉（MSR）、超臨界水冷却炉（SCWR）、超高温炉（VHTR）の６個の原子炉シ

ステムを第４世代炉の有力な候補としている。 

高速炉はウラン資源の利用効率を飛躍的に高めることから、米国、英国、ロシア、フランス、日本

他で開発が進められたが、技術的課題や経済性、政策変更等から英国や米国では撤退又は中断してい

る。現在は、ロシア、中国、インドで積極的な開発が継続されている。フランスは、増殖から放射性

廃棄物対策へ主眼を移し、ASTRID 計画によるナトリウム冷却高速実証炉の建設を目指している。

日本では、原型炉「もんじゅ」の廃炉を決定したことを受け、今後１０年程度の開発作業を特定する

「戦略ロードマップ」の策定に向けて、実務レベルで技術的な 検討を行うため、高速炉開発会議の

下に「戦略ワーキンググループが設置され現在検討が進められている。 

燃料が豊富で廃棄物発生が少なく重大事故も起きないという特長を有し、将来のエネルギー源の本

命として期待されている核融合炉については、トカマク型の実験炉 IETR が、国際的な枠組みで、

2020 年代の運開を目指しフランスにおいて建設中である。この他、各国において、2040～2050 年

代の実用化を目標に、ヘリカル方式や高速点火レーザービーム型の核融合炉の研究も進められてい

る。 

                                         以上 
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科目名 原子力・放射能基礎論 

－原子力と放射線の今、そしてこれから－ 

講義「これからのエネルギーの選択肢と総合ディスカッション」 

（時間は２時間＋２時間です） 

 

講師：技術士（原子力・放射線部門）、博士 亀山 雅司 

 

１．講義の目標 

私達の生活のエネルギー価格は高いのでしょうか？安いのでしょうか？また、エネルギ

ー価格の変化で私達の将来にどのような影響が起こりつつあるのでしょうか？ 

この講義では、エネルギー供給に関わる各エネルギーの特徴と長所、短所、生活・社会

への影響を把握します。そして皆さんと一緒にこれからのエネルギーの選択肢について検

討します。 

 

２．講義概要 

（１）生活とエネルギー 

世界のエネルギー消費量、私達が１日に使うエネルギー量、各種エネルギーの割合、エ

ネルギー価格の変動、エコ活動で低減できるエネルギー量について具体的な数値の概要を

共有します。私たちは一人一日平均で約10kgの石油相当のエネルギーを消費しています。

もし、お米で同じエネルギーを供給するとおおよそ 3倍、30kg の量が必要になります。 

仮に、一人一日にお米 30kg の費用を支払うと、家庭の支出は幾らになるでしょう？ 

私達の生活は、生物が生み出せるエネルギー価格より極めて低い価格で潤沢に供給され

ることを前提に成り立っています。 

 

（２）無料のエネルギーの終わり 

エネルギーのうち、例えば石油は「無料」、太陽光発電は「有料」だと聞いたら、あな

たはどう感じるでしょうか？ 

太陽光や風力によるエネルギーの増加に伴い、電気料金の上乗せ価格が上昇していま

す。なぜ「燃料が無料の太自然エネルギーを導入すると電気料金が上がる」のでしょうか？ 

価格の原理を理解することで、エネルギーが私達の生活に与える影響を考えます。 

 

（３）自然エネルギー 

植物による燃料生産について、食料生産との比較で検討します。食料を燃やして全て

エネルギー供給に投入しても、私たちが使用しているエネルギーの 1/100 程度の量です。

また、食料生産はこれ以上の生産拡大余力が少ない状態なので、食料生産と競合する大量

のバイオエネルギーの生産拡大は難しく、無理な拡大は環境バランスを乱してしまいます。 
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近年増加している太陽光発電や風力によるエネルギー生産について、その規模を把握

します。 

私たちが所費しているエネルギーは、幾らの電力をどれくらいの時間使用したか（ｋ

W・ｈ：キロワット・アワー）であらわされますが、太陽光発電や風力は設備が出せる出

力の大きさ（ｋW）で表示されており、設備の稼働率は 10%程度しかないことに注意が必

要です。（これがコスト高に繋がっています）。 

供給安定化の対策はこれから本格化し、今後、そのコストが上乗せされることになり

ます。これまで電気は生活に必要な量と比べると「貯められない」ものでしたが、様々な

技術が開発されてきています。 

これら技術のキーとなる情報と現状と将来の見込みについて理解します。 

 

（４）効率化と節約 

電気供給の原則は、供給量＝消費量です。つまり、エネルギーの生産を増やすことは

難しいのですが、消費分を減らす方法もあります。つまり、節電や効率化です。ここ数年、

エネルギーの使用量が減少し、二酸化炭素排出量も減少しています。 

また、エネルギーは。質の高いエネルギーで質の低いエネルギーを沢山集めることが

可能です。エネルギー保存の法則があるので、新たなエネルギーを生み出したり消滅させ

たりできませんが、エネルギーを集めることは法則に反しません。 

質の高い電気エネルギーを利用して、私たちの生活で需要の多い質の低いエネルギー

（数十度のお湯や空調）を、例えばヒートポンプを用いて集めることが可能です。 

この他に、LED 照明などの使用によって、従来より少ないエネルギーで過ごすことが

できます。照明は電球のフィラメントの加熱により発光しますが、LED は電子のエネル

ギーを効率よく（電球の 1/10 程度の消費電力）発光します。 

自動車のエンジンのエネルギー効率も改良が続いています。 

 

（５）原子力エネルギー 

PWR（加圧水型原子炉）、BWR（沸騰水型原子炉）、高速増殖炉のエネルギーの規模

と質、メリットとなど原子力の全般的な情報を把握（振り返り）します。 

 

３．総合ディスカッション 

（１）ディスカッションの目的 

皆さん、一連の受講の前後で、原子力やその他のエネルギーの大局観をつかまれた方、

一層の理解を深められた方や新たな興味や気付きを持たれた方もいると思います。 

最終の講義では、皆さんが得たもの、感じたこと、これから進めたいことを皆さんとシ

ェアし、理解の深化を図ります。 

（２）感じていることのシェア 
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皆さんの参加の動機は何でしょうか？講義が終了した今日、感じていることは何でしょうか？ 

簡単な問いに思えますが、実際にその問いに明確に答えられる人は意外に多くないようです。 

自分の発言を自分が聴くことで新たな気付きを得ることがよくあります。 

講義を振り返って、期待していたこと、結果についてなど、感じたことを話してみましょう。 

人前で話すのが苦手、まとまった話し方が苦手？大丈夫です。 

皆さんが困らないようにしっかり会話をサポート致します。 

 

（３）気付きと理解 

同じデータを見ても結果をネガティブに捕らえる人もいれば、ポジティブに捕らえる人もいます。 

そのどちらが正しいということはなく、そう考えているという「事実」があるのです。 

同じ情報に対して他の人の考え方が異なること（多様性）に驚くかも知れません。 

皆さんの多様性がお互いの新たな気付きや多面的な捉え方を助けてくれます。 

 

皆様とお会いできますこと、楽しみにしています。 


